
 

 

令和６年度 

入札参加資格審査申請書提出書類要項 

 

 

 

受 付 期 間 令和５年１２月１日（金） ～ 令和５年１２月２０日（水） 

 午前９時から午前１１時３０分及び午後１時から午後４時まで 

 ※土曜日、日曜日及び祝日を除く 

  

申 込 方 法 相馬地方広域水道企業団総務課財政係へ郵送 

 （１２月２０日必着、ただし当日消印有効） 

  

送 付 先 〒９７６－０００１ 福島県相馬市大野台二丁目３番地の５ 

 相馬地方広域水道企業団 総務課 財政係 

  

有 効 期 間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

  

  

問い合わせ先 相馬地方広域水道企業団 総務課 財政係 

 電話 ０２４４－３５－６７０８ 
 

 FAX ０２４４－３６－２４０９ 
 

 

 

 

 

 

 
相 馬 地 方 広 域 水 道 企 業 団 

  



１ 申請書の受付期間                                                         

相馬地方広域水道企業団の入札参加資格審査申請の受付期間は次のとおりです。 

令和５年１２月１日（金）から令和５年１２月２０日（水）まで 

 

２ 資格の有効期間                                                           

令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの１年間 

 

３ 申請書送付先                                                            

〒９７６－０００１ 福島県相馬市大野台二丁目３番地の５ 

相馬地方広域水道企業団 総務課 財政係 

※原則郵送（メール便も可） 

84円切手を貼付け、返信先を記載した返信用封筒（長形３号封筒）を同封してください。 

 

４ 審査基準日                                                                

令和 5年 10月 1日 （ただし福島県に申請・登録した方は福島県と同じ基準日でも結構です。） 

 

５ 入札参加資格審査申請ができない者                                              

次のいずれかに該当する場合、入札参加資格審査申請ができません。 

（１） 入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 

（２） 営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを受けていない者 

（３） 資格審査の申請を行う日において、営業期間が 2年を経過しない者（資格取得業者から営業の全部又     

  は一部を継承した者は除く。） 

（４） 地方自治法施行令第 167条の 4第１項、第 2項各号のいずれかに該当する者 

（５） 法人税（個人事業者の場合は所得税）、消費税及び地方消費税を完納していない者 

（６） 建設工事の申請をする者は、社会保険（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険）に加入していない者（個

人事業主等であって社会保険適用除外の者は除く。） 

（７） 次のア～キのいずれかに該当する者 

 ア 暴力団 

 イ 暴力団員 

 ウ 役員等（法人である場合は役員又は支店もしくは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する 

  者をいい、法人以外の団体である場合は代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。）が 

  暴力団員であるもの 

 エ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているもの 

 オ 自己、その属する法人その他の団体もしくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え 

  る目的で、暴力団又は暴力団員を利用しているもの 

 カ 暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維 

  持運営に協力し、又は関与しているもの 

 キ その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの 

注）入札参加有資格者となっても、上記（１）～（７）までに該当することが発覚した場合は、資格の認定は取り消

します。   



６ 申請した事項の変更等の届出                                                  

申請書類の提出後、次の場合に該当するときは速やかに変更等の届出をお願いします。郵送による届出も

可能です。 

（１）申請者または競争に参加する資格があると認定された方が次に該当した場合 

①死亡したとき 

②法人が合併により消滅したとき 

③法人が破産等により解散したとき 

④廃業したとき 

⑤当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権していない者になったとき 

（２）有資格業者が次の事項を変更したとき 

①住所 

②商号又は名称 

③法人である場合においては代表者の氏名、個人である場合においてはその氏名 

④営業所の名称、所在地、電話番号、ファックス番号及び営業所の新設または廃止 

⑤委任先の変更 

 

７ 提出書類                                                                 

次のとおりとする（福島県の様式又は国土交通省の統一様式に準じる。）。 

※提出時にフラットファイルは不要です。書類のみで提出をお願いいたします。 

注）提出の際は書類の不備、不足がないか、よく確認してください。書類に不備、不足がある場合には、書類    

が整備された後に受付となります。独自様式は企業団ホームページからダウンロード可能です。 

 

（1） 建設工事に係るもの 

１．様式により作成するもの 

【独自様式】（ダウンロード可） 

① 建設工事入札参加資格審査申請書 

② 使用印鑑届・委任状（委託先を設けない場合は使用印鑑届のみ） 

③ 受付票 

【福島県様式または任意様式】 

① 工事経歴書 

② 技術者経歴書 

③ 営業所および委任関係一覧表 

（※営業所を有しない、委任先を設けない場合は不要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．添付する書類 

① 建設業許可通知書の写し 

② 商業登記簿謄本（履行事項全部証明書又は現在事項全部証明書）又はその写し 

（個人の場合は身分証明書又はその写し） 

③ 納税証明書又はその写し 

（１） 未納税額がないことの証明 

【法人の場合】消費税及び地方消費税納税証明書「その３」または「その３の３」 

【個人の場合】消費税及び地方消費税納税証明書「その３」または「その３の２」 

※非課税事業者はその届出書 

（２）相馬市、南相馬市、新地町に所在地又は住所を有する方のみ 

各役所で交付の納税証明書を提出 

④ 経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し（A4サイズ） 

申請中の場合は、受付済みの総合評定値請求書の写し及び直近の通知書の写し 

※社会保険（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険）への加入状況も確認します。 

 

 

（2） 測量等委託に係るもの 

１．様式により作成するもの 

【独自様式】（ダウンロード可） 

① 測量等委託入札参加資格審査申請書 

② 使用印鑑届・委任状（委託先を設けない場合は使用印鑑届のみ） 

③ 受付票（登録希望業務種別に〇をつけ細分番号があるものについては、細分番号記入欄に番号を

記入し、具体的な業務内容を記入してください） 

【福島県様式または任意様式】 

① 業務経歴書 

② 技術者経歴書 

③ 営業所および委任関係一覧表 

（※営業所を有しない、委任先を設けない場合は不要） 

 

 

 

２．添付する書類 

① 申請業務に関する許可・登録証明書の写し 

② 商業登記簿謄本（履行事項全部証明書又は現在事項全部証明書）又はその写し 

（個人の場合は身分証明書又はその写し） 

③ 納税証明書又はその写し 

(ア) 未納税額がないことの証明 

【法人の場合】消費税及び地方消費税納税証明書「その３」または「その３の３」 

【個人の場合】消費税及び地方消費税納税証明書「その３」または「その３の２」 

※非課税事業者はその届出書 

（２）相馬市、南相馬市、新地町に所在地又は住所を有する方のみ 

各役所で交付の納税証明書を提出 

④ 直近２年の各営業年度の財務諸表 

⑤ 会社案内パンフレット（業務内容が分かるもの） 

 

 

 



（3） 物品購入等に係るもの（小規模修繕を含む） 

１．様式により作成するもの 

【独自様式】（ダウンロード可） 

① 物品購入等入札参加資格審査申請書 

② 使用印鑑届・委任状（委託先を設けない場合は使用印鑑届のみ） 

③ 受付票 

【福島県様式または任意様式】 

営業所および委任関係一覧表 

（※営業所を有しない、委任先を設けない場合は不要） 

 

 

 

２．添付する書類 

①商業登記簿謄本（履行事項全部証明書又は現在事項全部証明書）又はその写し 

（個人の場合は身分証明書又はその写し） 

②納税証明書又はその写し 

(ア) 未納税額がないことの証明 

【法人の場合】消費税及び地方消費税納税証明書「その３」または「その３の３」 

【個人の場合】消費税及び地方消費税納税証明書「その３」または「その３の２」 

※非課税事業者はその届出書 

（２）相馬市、南相馬市、新地町に所在地又は住所を有する方のみ 

各役所で交付の納税証明書を提出 

③直近２年の各営業年度の財務諸表 

④会社案内パンフレット（業務内容が分かるもの） 

 

 

 

（お問い合わせ先 総務課 財政係 電話 0244-35-6708 FAX 0244-36-2409） 


